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横浜市中小企業振興基本条例に基づく 

平成 26 年度の取り組み状況について 
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【報告書掲載施策】 １施策／全体７６施策 

番号 施   策   名 掲載頁 

７５ 地域交通サポート事業 ２（冊子４５） 

 

２ 工事、物品及び委託契約における市内中小企業者の受注機会の増大 
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建築・都市整備・道路委員会 
配   付   資   料 
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　本格運行に際し、採算性確保に苦慮しているケースが見受けられます。収支改
善には利用者増が重要であり、地域のPR活動の支援の継続、事業者のサービス向
上の取組への必要な支援などを進めていきます。

25決算額 7,398

(道路局企画課交通計画担当）

【事業内容】

サンプル

【実績】

【課題と27年度以降の対応】

地域交通サポート事業
26決算額 4,075

75

　地域にふさわしい交通サービスの実現に向けた地域主体の取組に対して、活動
経費の助成やコーディネーターの派遣を行いました。
　新しい交通手段として、ワゴン型バスが導入される場合、地元のタクシー事業
者等が運行を担うことになります。

　26年度は4地区で取組を新たに開始し、累計24地区で取組を実施しています。
うち戸塚区で21年７月より、旭区で25年4月より地元タクシー事業者がワゴン型
バスによる本格運行を行っています。また、泉区において、地元貸切バス事業者
が25年度に乗合バスの実証運行を行い、26年度から路線バスの本格運行を行って
います。

１ 中小企業振興施策の実施状況について 
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２ 工事、物品及び委託契約における市内中小企業者の受注機会の増大 
 

（１）平成 26 年度の受注機会増大に向けた取組 

工事、物品の調達及び委託業務の発注にあたっては、市内経済の活性化の観点から、

従来から市内事業者への優先発注を基本方針とし、市内事業者の入札参加機会の確保

のため、専門事業者への分離発注やコスト面を考慮した分割発注に努めました。 

 

【道路局としての取組】 

  ①事業執行全体 

・適切な分離・分割での発注や技術修得型共同企業体の活用による市内中小企業の受

注機会の拡大 

・局内研修において市内中小企業への優先発注の周知徹底 

  ・事務費の執行を総務課に集約し、物品における市内中小企業への発注を徹底 

 ・測量や設計委託などの指名競争入札で、災害時の応急対策等の活動で協力いただい

ている市内中小企業を優先的に指名するインセンティブ発注制度運用 

 

②道路修繕事業（区土木事務所発注を含む） 

  ・予算の確保 

25 年度 2 月補正を含め、9,960,004 千円の予算を確保（前年度 9,485,718 千円） 

  ・市内中小企業への優先的な発注 

工事発注 554 件のうち 549 件（99.1％）を市内中小企業に発注 

 ・補正予算による前倒し発注 

26 年度 12 月補正予算及び 26 年度２月補正予算を確保し、前倒しで土木管内道路

整備工事等 67 件、872,307 千円を市内中小企業に発注 

 ・上半期執行の推進 

９月末までの上半期に 98％を執行し、目標としていた「９月末までに９割」を超え

る工事発注を達成 

 

（２）今後の受注機会増大に向けた取組の方向性 

平成 27 年度におきましても、 

・適切な分離・分割発注、技術修得型共同企業体の活用、インセンティブ発注制度の

運用による市内中小企業の受注機会の拡大 

・道路修繕事業は前年度と同程度の予算であるとともに、市内中小企業へ優先発注す

るなど、引き続き、市内中小企業者の受注機会増大に向けて、局を挙げて取り組んで

います。 
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市内中小企業者への発注状況（道路局契約分） 

件数
構成比

率
構成比率の前年

度からの増減 金　額
構成比

率
構成比率の前年度

からの増減 件数 金　額 件数 金　額

件 ％ ポイント 千円 ％ ポイント 件 千円 件 千円

工事 - - - - - - - - - -

物品 290 93.2 ▲ 3.8 16,709 93.8 0.2 311 17,819 121 16,794

委託 327 84.3 0.3 1,162,229 69.1 ▲ 4.6 388 1,683,025 242 3,646,253

合計 617 88.3 ▲ 1.2 1,178,938 69.3 ▲ 4.7 699 1,700,844 363 3,663,047

区分

   契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）
単独随意契約及び
大規模契約の合計

市内中小企業契約実績

-工事 - - - - - - - - -

▲ 3.0 54.6 ▲ 14.5

物品 99.6 6.4 99.9 6.1

1,290,863

14,139

561

2,364,248 260 2,651,588

267 14,147 137 10,920

397 2,662,508

平
成
2
5
年
度

1,305,002合計 90.0 1.7505 54.9 ▲ 14.4

239

266

平
成
2
6
年
度

委託 81.3

2,378,395

294

 
※ 26 年度の金額については、経済産業省の「官公需契約実績額等の調査」における取扱いの見直しを受け、変更契約に伴う増減を

含んだものとなっています。 
※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 
※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に、中小

企業者の参入の余地がない単独随意契約及び大規模契約（政府調達協定（ＷＴＯ）対象契約）を除いたもの。 

 

 

【委託契約金額で市内中小企業契約割合が減少した理由】 

●自転車駐車場管理運営業務については、26年度は 25 年度と同じ、横浜市交通安全協会

が受託していますが、集計上の理由により割合が減少しています。 

・25 年度までは、プロポーザルによる単独随意契約のため、「単独随意契約及び大規模

契約の合計」へ計上していましたが、26 年度に限り入札の方法が公募型指名競争入

札となったため、契約実績の集計の対象に含まれることとなりました。 

・横浜市交通安全協会は、一般財団法人であり、市内中小企業に含まれないことから

金額の構成比率が低下しました。（27年度からは、従前の単独随意契約に戻ります） 

 

 ※自転車駐車場管理運営業務を除いた「市内中小企業の構成比率」 

54.6％ → 76.7％（25 年度 69.1％ 7.6ポイント↑） 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏面あり 
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【参考資料】 

市内中小企業者への発注状況（財政局契約部契約分のうち道路局依頼分） 

件数
構成比
率

構成比率の前年

度からの増減 金　額
構成比
率

構成比率の前年度

からの増減 件数 金　額 件数 金　額

件 ％ ポイント 千円 ％ ポイント 件 千円 件 千円

工事 122 93.1 ▲0.5 5,849,694 85.8 3.9 131 6,815,853 18 584,714

物品 56 93.3 4.6 63,214 95.1 13.3 60 66,456 0 0

委託 40 97.6 0.2 283,209 96.3 0.2 41 294,234 33 192,026

合計 218 94.0 1.4 6,196,117 86.3 3.8 232 7,176,543 51 776,740

区分

   契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）
単独随意契約及び
大規模契約の合計

市内中小企業契約実績

平
成
2
6
年
度

工事 112 92.6 ▲ 0.5 5,518,392 70.8 ▲ 15.0 121 7,794,876 30 5,353,007

物品 46 97.9 4.6 72,638 99.9 4.8 2,549

委託 44 97.8 0.2 418,336 97.2 45 430,216 33

47 72,746 2

6,009,366 71.2 ▲ 15.1

0.9

213 8,297,838 65 5,563,032

平
成
2
5
年
度

207,476

合計 202 94.8 0.8

 
※ 26 年度の金額については、経済産業省の「官公需契約実績額等の調査」における取扱いの見直しを受け、変更契約に伴う増減を

含んだものとなっています。 
※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 
※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に、中小

企業者の参入の余地がない単独随意契約及び大規模契約（政府調達協定（ＷＴＯ）対象契約）を除いたもの。 
 
 
 
【工事契約金額の市内中小企業契約状況】 
●平成 26 年度工事の市内中小企業契約金額は、市内中小企業契約実績 約 55 億 2 千万

円に、単独随意契約及び大規模工事契約における市内中小企業契約実績 約 16 億円を

加えた約 71 億円となり、平成 25 年度より約 8億 8千万円増えております。 

 

別表 

 

※27年度７月末時点 大規模工事（北西線関連工事のみ）市内中小企業契約実績の契約金額 

「約 160億円」 

  

市内中小企業契約実績 

単独随意契約及び 

大規模契約の 

市内中小企業契約実績 

   

総 額 

26 年度 約 55 億 2千万円 約 16 億円 約 71 億円 

25 年度 約 58 億 5 千万円   約 4 億 3千万円 約 62 億 2千万円 

差引 ▲約 3億 3千万円     約 11億 7千万円 約 8 億 8 千万円 
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